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京都議定書の６％削減約束の確実な達成を図るため、温室効果ガスを排出する事業者・

消費者である地方公共団体は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」の規定に基づき「温

室効果ガスの排出の抑制等のための措置に関する計画」を定め、自らが率先して温室効果

ガスの排出抑制に取り組まなければならない。

これまで本市では、平成 11 年３月に“宮崎市環境保全率先実行計画 ラブ・アースみや

ざき”を策定（平成 13 年３月改定）し、環境保全に向けた行動を率先して実行するなど地

球温暖化防止に向けた取組みを推進してきたところであるが、計画期間が平成 17 年度で終

了することから、取組みの内容や目標などを見直し、より効果的で実効性のある計画とす

るため“宮崎市地球温暖化防止実行計画”を策定する。

この実行計画の適用範囲は、次の組織に勤務する職員（嘱託職員、臨時職員、再任用職

員を含む）が行う全ての事務活動とする。

また、本市の施設内において継続的に活動を行う関連団体並びに本市及び関連団体から

委託を受け、施設内において業務を行っている委託業者の事務活動についても適用範囲と

し、協力を要請する。

京都議定書の第一約束期間（2008 年～2012 年）にあわせるため、平成 18 年度から平

成 24 年度（2012 年度）までの７年間を計画期間とする。（平成 22 年 9 月に計画の見直しを

実施）

計画期間中、毎年度、温室効果ガスの排出量を把握し、公表する。

なお、温室効果ガスの排出量を算定する際の対象施設は、原則として、①本市が自らの

業務執行のために使用する施設で、②常駐する職員の環境保全活動によって削減の可能性

があるエネルギーを使用しており、かつ、③それらを数量的に把握できる施設とする。

この実行計画で削減の対象とする温室効果ガスの種類、並びにそれらの排出量を把握す

るために必要な調査項目は次のとおり。

１ 市長部局（ただし、宮崎公立大学事務組合を除く）

２ 出納室

３ 議会事務局

４ 選挙管理委員会事務局

５ 監査事務局

６ 農業委員会事務局

７ 教育委員会事務局（小中学校を含む）

８ 上下水道局

９ 消防局

１．目 的

２．適用範囲

３．計画期間

４．温室効果ガスの把握と公表

５．温室効果ガスの種類と調査項目
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（１）削減の対象とする温室効果ガスの種類と発生源

（２）温室効果ガスの算定に係る調査項目と排出係数

※排出係数は「地球温暖化対策地域推進計画策定ガイドライン」（環境省/平成 15 年６月策定）の温室効果ガ

ス排出係数（デフォルト値）

（３）温室効果ガス排出量の算定方法

・燃料使用量

・電気使用量 × 排出係数 × 地球温暖化係数

・自動車の走行量 （CO2=１ CH4=21 N2O=310）
※地球温暖化係数は「地球温暖化対策の推進

に関する法律施行令」第４条に定める係数

種 類 人為的な発生源

二酸化炭素

（ＣＯ2）

化石燃料の燃焼

・ガソリン等の燃料の消費 ・電力の消費

メタン

（ＣＨ4）

燃料の燃焼

・自動車の走行 ・自動車燃料の消費（アイドリングを含む）

一酸化二窒素

（Ｎ2Ｏ）

燃料の燃焼

・自動車の走行 ・自動車燃料の消費（アイドリングを含む）

調査項目 単位 対象ガス 排出係数 対象ガス 排出係数

燃

料

使

用

量

ガソリン L CO2 2.3804 － －

灯油 L CO2 2.51395 － －

軽油 Ｌ CO2 2.64344 － －

Ａ重油 Ｌ CO2 2.79956 － －

液化石油ガス（LPG） kg CO2 2.94172 － －

天然ガス N ㎥ CO2 2.0859 － －

都市ガス N ㎥ CO2 2.10843 － －

電気使用量 kwh CO2 0.353 － －

自

動

車

の

走

行

量

ガ
ソ
リ
ン
・
Ｌ
Ｐ
Ｇ

普通・小型乗用車 km CH4 0.000011 N2O 0.00003

軽自動車 km CH4 0.000011 N2O 0.000022

普通貨物車 km CH4 0.000035 N2O 0.000039

小型貨物車 km CH4 0.000035 N2O 0.000027

軽貨物車 km CH4 0.000011 N2O 0.000023

特殊用途車 km CH4 0.000035 N2O 0.000038

軽
油

普通・小型乗用車 km CH4 0.000002 N2O 0.000007

普通貨物車 km CH4 0.000015 N2O 0.000025

小型貨物車 km CH4 0.000008 N2O 0.000025

特殊用途車 km CH4 0.000013 N2O 0.000025

温室効果ガスの温室効果をもたらす程度を、二酸

化炭素の当該程度に対する比で示した係数
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平成 16 年度排出量[対象施設分] 二酸化炭素換算（単位：ｔ－CO2）

平成 24 年度排出量[対象施設分] 二酸化炭素換算（単位：ｔ－CO2）

（１）省資源・省エネルギーの推進

①電気使用量の削減

電気は、発電時において大量の化石燃料を使用し、二酸化炭素等を排出するとと

もに、資源の枯渇に影響することから、電気使用量の削減に努める。

二酸化炭素（CO2） メタン（CH4） 一酸化二窒素（N2O） 総排出量

12,922.16 1.33 32.82 12,956.31

二酸化炭素（CO2） メタン（CH4） 一酸化二窒素（N2O） 総排出量

12,405.95 1.22 30.73 12,437.90

平成 16 年度実績を基準として、

平成 24 年度までに温室効果ガスを４％削減する

取組目標

平成 24 年度までに、電気使用量を平成 16 年度比で２％削減する

平成 16 年度実績：25,754,814kwh[対象施設分]

６．目 標

７．目標達成のための取組み及び目標
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冷暖房設備運転管理担当課（管財課等）における取組み

＊ 冷暖房温度の適正管理を徹底し、室内設定温度を厳守する。

公共施設整備担当課（建築課等）における取組み

＊ 公共施設の建設・改修にあたっては、太陽光発電等のクリーンエネルギーの

導入を検討する。

全ての課における取組み

＊ 室内設定温度を適正に管理するため、冷暖房運転期間は定期的に室内温度を

チェックし、事務局へ報告する。

全ての職員が率先して実践する取組み

＊ 始業前の照明は、必要最小限にする（５分前等）。

＊ 昼休み、残業時の不要な箇所の照明を消す。

＊ トイレ、休憩室、会議室の退室時には照明を消す。

＊ コピー機は余熱ボタンを活用し、 パソコン不使用時（１時間以上）は電源

を切るなど、待機電力の削減を図る。

＊ エレベーターの利用を控える（直近階３階程度）。

＊ 自動ドアの使用を控える。

＊ 冷暖房運転時間以外は、送風機のスイッチをオフにする。

②上水道使用量の削減

水道水は、浄水場で多くのエネルギーを消費してつくられていることから、エネ

ルギー消費の抑制のために、上水道使用量の削減に努める。

運 転 項 目 基 準

冷房運転

運転期間 ６月初旬～９月下旬

運転時間 午前８時 30 分～午後５時 15 分

室内設定温度 室温 28℃

暖房運転

運転期間 12 月初旬～３月下旬

運転時間 午前８時 30 分～午後５時 15 分

室内設定温度 室温 18℃

取組目標

平成 24 年度までに、上水道使用量を平成 16 年度比で４％削減する

平成 16 年度実績：697,862ｍ3[対象施設分]
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施設管理担当課（管財課等）における取組み

＊ 上水道の使用状況をこまめにチェックし、漏水等による事故の早期発見に努

める。

＊ 職員の意識向上を図るため、節水の呼びかけをする。

公共施設整備担当課（建築課等）における取組み

＊ 公共施設の建設・改修にあたっては、雨水貯留槽を設置するなど水資源の有

効利用に配慮する。

全ての職員が率先して実践する取組み

＊ 節水（トイレ、水道蛇口等）の励行。

③燃料使用量の削減

燃料（ガソリン・灯油・軽油・Ａ重油・ＬＰＧ・天然ガス・都市ガス）は、燃焼

することで二酸化炭素の排出に影響を及ぼすため、燃料使用量の削減に努める。

平成 16 年度燃料別使用量実績（上段）及び削減目標（下段） [対象施設分]

公用車の走行に伴う温室効果ガスの排出量（平成 16 年度実績）及び削減目標 [対象施設分]

冷暖房設備運転管理担当課（管財課等）における取組み

＊ 冷暖房温度の適正管理を徹底し、室内設定温度（冷房運転時で 28℃、暖房

運転時で 18℃以下）を厳守する。

（冷暖房の稼動燃料として、本庁舎が灯油、上下水道局が電気、佐土原総合支所が天然ガスを使用）

施設管理担当課（管財課等）における取組み

＊ 給湯器等、省エネ型の機器の導入を図る。

ガソリン 灯油 軽油 Ａ重油 ＬＰＧ 天然ガス 都市ガス

287,099L 127,213L 279,960L 54,904L 254,456kg 318,646ｍ3 246,878ｍ3

－２％ －4％ －10％ －10％ －13％ －10％ －５％

燃料種別 走行量及び温室効果ガス排出量 削減目標

ガソリン・LPG 2,814,740 km メタン(CH4)：1.33ｔ-CO2

一酸化二窒素(N2O)：
32.82ｔ-CO2

－９％

－６％
軽油 1,258,846 km

取組目標

平成 24 年度までに、燃料使用量を平成 16 年度比で８％削減する
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全ての職員が率先して実践する取組み

＊ エコドライブに努める（アイドリングストップなど）。

＊ 公用車を離れる際には、エンジンを切る。

＊ 近距離移動については公用車を使用せず、使用する場合には相乗りをするな

ど、公用車の走行距離を縮減する。

④紙使用量の削減

紙は木材を原料としており、二酸化炭素の吸収源となる森林資源に影響するため、

紙使用量の削減に努める。

全ての課における取組み

＊ 庁内 LAN 及び文書管理システムを活用し、紙使用の削減に努める。

＊ 紙の使用状況を正確に把握するため、定期的に紙資源購入量をチェックし、

事務局へ報告する。

全ての職員が率先して実践する取組み

＊ 両面コピー（裏面利用含む）、両面印刷の励行。

＊ 会議用資料は簡素にまとめ、作成枚数を減らす。

（２）環境に配慮した製品の購入及び使用の促進

①低公害車の導入

二酸化炭素等の排出を抑制するため、公用車への低公害車の導入を推進する。

公用車を管理・保有する課（管財課等）における取組み

＊ 公用車の更新時等において、低公害車（種類については[表－１]のとおり）

の積極的な導入を図る。

ただし、緊急車両や特殊車両については当面対象外とするが、技術開発状況

を鑑みながら、可能な限り低公害性及び低燃費性を考慮して車両を導入する。

取組目標

平成 24 年度までに、平成 16 年度比で紙使用量を４％削減する

平成 16 年度実績：A４換算で 53,329,006 枚[対象施設分]

取組目標

平成 24 年度までに、低公害車の導入台数を増加させる

平成 16 年度末現在の導入台数：38 台
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[表－１] 低公害車の種類（「低公害車開発普及アクションプラン」（平成 13 年７月）で規定されている自動車）

②環境配慮型製品の購入及び利用等

物品の購入や印刷物の作成、リース等をする場合には、品質や価格だけでなく、

環境への配慮という点を重視し、環境負荷ができるだけ小さい製品（環境配慮型製

品）や手法を選択する。

種 類 特 徴

燃料電池

自動車

車載の水素と空気中の酸素を反応させて、燃料電池で発電し、その

電気でモーターを回転させて走る自動車。水素と酸素との化学反応

により燃料電池から発生する水蒸気が唯一の排気ガスとなる。

電気自動車
バッテリー（蓄電池）に蓄えた電気でモーターを回転させて走る自

動車。排出ガスが全くない。

天然ガス

自動車

都市ガスの原料でもある天然ガスを燃料として走る自動車。天然ガ

スは、硫黄分等の不純物を含まないクリーンなエネルギーであるた

め黒煙も出ず、窒素酸化物や二酸化炭素排出量がガソリン車に比べ

て大幅に削減される。

メタノール

自動車

メタノールを燃料とする自動車。排気ガスには粒子状物質が含まれ

ず、ディーゼル車に比べ、窒素酸化物の排出を削減できる。

ハイブリッド

自動車

複数の動力源の利点を組み合わせて駆動する自動車。発進や加速、

登坂時に排出される窒素酸化物や二酸化炭素、黒煙等が少ないう

え、低燃費でもある。

低燃費かつ

低排出ガス

認定車

「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基づく燃費規準（ト

ップランナー基準）を早期達成しており、かつ、「低排出ガス車認

定実施要領」に基づき低排出ガス性（クリーン度）が技術指標に適

合していることを認定された自動車。

燃費基準

早期達成

車の識別

ステッカ

ー 燃料基準達成車 燃料基準＋５％達成車

低排出ガ

ス認定車

窒素酸化物、炭化水

素を 25%以上低減

窒素酸化物、炭化水

素を 50%以上低減

窒素酸化物、炭化水

素を 75%以上低減

平成 12 年排出ガス基準に対応した認定ステッカー

窒素酸化物、非メタン炭化

水素を 50%以上低減

窒素酸化物、非メタン炭化

水素を 75%以上低減

平成 17 年排出ガス基準に対応した認定ステッカー
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環境配慮型製品に付けられているマークの例

全ての課における取組み

＊ 事務用品を購入するときや、パソコン等をリースするときなどには、環境配

慮型製品を優先して選択する。

＊ コピー用紙は全て再生紙とし、古紙配合率 70％かつ白色度 70％程度のも

のを購入する。

＊ 印刷物を作成するときには再生紙を使用するとともに大豆油インキを活用

するなど、環境に配慮した手法を選択する。

（３）廃棄物の減量化とリサイクルの推進

廃棄物は、焼却施設における焼却の際に発生する二酸化炭素等の排出に影響を及ぼ

すことから、分別を徹底し、廃棄物の減量に努めるとともに、資源として有効活用で

きるものは徹底してリサイクルを推進する。

エコマーク

[(財)日本環境協会

が認定する商品]

グリーンマーク

[(財)古紙再生促進

センターが認定す

る古紙再生製品]

国際エネルギースターマーク

[国際エネルギースタープログラ

ム制度のなかで定められた省エネ

ルギー基準をクリアした製品]

省エネマーク

[国の省エネ基準

を 100%以上達成

している製品]

再生紙使用マーク

[ごみゼロパートナー

シップ会議が定めたマ

ーク（古紙配合率を明記）]

ＰＥＴボトルリサイクル推奨マーク

[PET ボトル協議会が定

めたペットボトルのリサ

イクル商品]

ＰＣグリーンラベル

[(社)電子情報技術産

業協会が定めた環境に

やさしいパソコン]

間伐材マーク

[全国森林組合連合

会が定めた間伐材

を用いた製品]

取組目標

市の施設から排出される廃棄物の

総量を把握するとともに、削減・抑制に努める
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①廃棄物の適正処理・減量化

全ての課における取組み 全ての職員が率先して実践する取組み

＊ 廃棄物の総量を把握するため、定期的に排出量をチェックし、事務局へ報告

する。

＊ 印刷物は、適切な部数を把握し印刷を行う。

＊ 紙の裏面をメモ用紙として活用する。

＊ 使用済封筒を「がんばる封筒」に活用する。

＊ 使い捨て製品の購入・使用を抑制する。

＊ 茶殻等生ごみの水切りを徹底する。

＊ 再利用可能な容器の物品等の購入を推進する。

＊ ファイリング用品、各種事務用品等を再使用する。

＊ 廃棄物（可燃・不燃）、資源物、古紙の分別を徹底する。

＊ マイ箸運動の一層の推進を図り、使用済み割り箸の回収量を減らす。

＊ 廃棄物となるようなものを極力購入しない・持ち込まない。

＊ 各種行事（会議を含む）の開催時には、ごみの排出をできるだけ削減する。

＊ 一般廃棄物と産業廃棄物の分別を徹底し、産業廃棄物については、「廃棄物

の処理及び清掃に関する法律」に基づき適正に処理する。

②再利用・リサイクルの推進

全ての課における取組み 全ての職員が率先して実践する取組み

＊ 古紙のリサイクルを徹底する。

・古紙分別ボックス等を利用して、古紙の分別を徹底する。

・シュレッダーの使用は、その場で廃棄が必要な機密文書に限定する。

＊ びん・カン・ペットボトル等資源ごみの分別を徹底する。

＊ OA 機器等で発生する廃棄物のリサイクルを推進する。

・プリンターのトナーやカートリッジを分別回収し、リサイクルする。

＊ 机や椅子等の備品や、ファイルなどの各種事務用品等で再利用可能なものに

ついては、庁内で情報交換を図るなどして、継続的な使用に努める。

＊ ポスターやカレンダーの裏面を、メモ用紙や名刺の台紙として使用する。

（４）その他の地球温暖化防止に向けた取組みの推進

①ノーマイカーデーの徹底

「ノーマイカーデー」としている毎週水曜日においては、自家用車やバイクによ

る通勤を自粛するとともに、徒歩や自転車、公共交通機関での通勤を徹底する。

取組目標

平成 24 年度までに、ノーマイカーデー実施率を 50％以上にする

平成 16 年度実施率：44.5％(旧宮崎市分)
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②アイビー大作戦の積極的展開

市役所庁舎や小・中学校、公民館、橋梁などの公共施設を中心に、建築物や構造

物等をアイビーなどのつる性植物でカバーする「アイビー大作戦」を積極的に推進

する。

③職場研修の実施

環境意識の向上を図るため、毎年度１回以上、各職場において全職員を対象に、

職場研修を必ず実施する。

目標達成に向けて計画を着実かつ効果的に推進していくため、環境管理組織を活用して

進行管理を行う。

[図－１] 進行管理体制図

取組目標

平成２９年までに、2４0 箇所を緑化する [緑の基本計画]

平成２１年度末現在の実施箇所：１５８箇所

環境管理総括者（市長）

環境管理責任者

（環境部長）

宮崎市環境基本計画

推進庁内会議

宮崎市環境基本計画

推進庁内会議幹事会

事務局

（環境保全課）

推進責任者（課長・校長）

推 進 員（課長補佐・教頭）

全 職 員

宮崎市地球温暖化

防止実行計画

（目 標）

計画の実行・報告書の作成

実績の集約

取組の指示

推進会議への提案

結果の評価

提案議題の審議・報告

結果の評価

見直しの提案

計画の見直し

(提案)
（
実
績
の
報
告
）

(提案)

（
取
組
の
指
示
）

（報告）

(報告)

８．進行管理体制
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実行計画の着実かつ効果的な推進を図るため、推進責任者は[表－２]の報告様式を[図－

２]の手順に従い、定期的に事務局へ提出する。

[表－２] 報告様式の種類及び報告時期

[図－２] 報告様式の提出手順

提出 提出 提出

提出 提出 提出

提出 提出 提出

種 類
報告時期

６月末 ９月末 12 月末 ３月末

「様式第１号」環境率先行動チェックシート（個人用） ※「様式第２号」に取りまとめるため提出の必要はない

「様式第２号」環境率先行動評価用紙 ○ ○ ○ ○

「様式第３号」紙資源購入チェックシート ○ ○

「様式第４号」エネルギー・公用車使用状況チェックシート ○ ○

「様式第５号」ノーマイカーデー実施状況報告書 ○ ○ ○ ○

「様式第６号」ごみ排出量チェックシート ○ ○

全
職
員

「
様
式
第
１
号
」
に
自

己
評
価
を
記
入

推
進
員

「
様
式
第
２
号
」
に
全

職
員
の
結
果
を
集
約

推
進
責
任
者

「
様
式
第
２
号
」
に
評

価
を
記
入

事務局

推
進
員

毎
月
、
又
は
半
期
ご
と

に
使
用
状
況
等
を
チ
ェ

ッ
ク

推
進
員

実
績
を
「
様
式
第
３

号
」
、
「
様
式
第
４
号
」

及
び
「
様
式
第
６
号
」

に
記
入

推
進
責
任
者

使
用
状
況
等
を
確
認

推
進
員

毎
月
２
回
（
第
１
・
３

水
曜
日
）
、
実
施
状
況
を

チ
ェ
ッ
ク

推
進
員

実
施
状
況
を
「
様
式
第

５
号
」
に
記
入

推
進
責
任
者

実
施
状
況
を
確
認

事務局

事務局

９．実施状況の報告

様式第１号・様式第２号

様式第３号・様式第４号・様式第６号

様式第５号


